
１． サービス利用料金 

（１） 利用料金（自己負担分）について 

  利用料金は下記の記載とおりとします。尚、「特定施設サービス計画」（ケアプラン）の内容

によって異なりますので予めご了承下さい。 

  利用者負担金は関係法令に基づいて決められているものであるため、契約期間中にこれが変

更になった場合は、関係法令に従って改正後の金額が適用されます。この場合は文書で通知致

します。 

（（介護予防）特定施設入居者生活介護費）《１日あたりの料金》 

 １割負担 ２割負担 ３割負担 

要支援１ 183単位  192円 383円 574円 

要支援２ 313単位  327円 655円 982円 

要介護１ 542単位  567円 1133円 1700円 

要介護２ 609単位  637円 1273円 1910円 

要介護３ 679単位  710円 1420円 2129円 

要介護４ 744単位  778円 1555円 2333円 

要介護５ 813単位  850円 1700円 2549円 

 

＊ 利用者の負担割合は「負担割合証」に記載された割合となります。 

＊ 夜間看護体制加算（Ⅱ）があります。これは、看護職員により、又は病院等との連携によ

り利用者に対して 24時間連絡できる体制を確保し、かつ、必要に応じて健康上の管理等を

行う体制を確保した場合に、１日につき９単位（１割１０円、２割１９円、３割２９円）

を算定します。 

＊ 個別機能訓練加算（Ⅰ）があります。これは、機能訓練指導員・看護職員・生活相談員そ

の他の職種の者が共同して、利用者ごとの個別機能訓練計画を作成し、当該計画に基づき、

計画的に機能訓練を行っている場合に、１日につき１2単位（１割１３円、２割２６円、３

割３８円）を加算し算定します。 

＊ サービス提供体制強化加算（Ⅰ）があります。これは、介護職員の中で介護福祉士の資格

を持つ割合が 70％以上であること及びサービスの質の向上に資する取り組みを行うことを

条件に１日につき２２単位（１割２３円、２割４６円、３割６９円）を算定します。 

＊ 科学的介護推進体制加算があります。これは、定期的な評価を実施し、計画的に支援をす

すめている場合に対して、一月につき４０単位（１割４２円、２割８４円、１２６円）を

算定します。 

＊ 協力医療機関連携加算（Ⅱ）があります。これは、協力医療機関と連携体制を構築し、定

期的なカンファレンスの実施により情報共有を行う場合に一月につき４０単位（１割４２

円、２割８４円、３割１２６円）を算定します。 

＊ 生産性向上連携加算（Ⅱ）があります。これは、生産性向上促進の為、見守り機器等を導

入し業務改善を継続的に行う場合に一月につき１０単位（１割１１円、２割２１円、３２

円）を算定します。 

＊ 看取り介護加算（Ⅰ）があります。これは、医師が終末期であると判断した入居者につい

て、医師、看護師、介護職員等が家族の同意を得ながら看取り介護を行った場合、いづれ
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も一日につき、死亡日１２８０単位（１割１３３８円、２割２６７６円、４０１３円）、死

亡日以前２日又は３日６８０単位（１割７１１円、２割１４２２円、３割２１３２円）、死

亡日以前４日以上３０日以下１４４単位（１割１５１円、２割３０１円、４５２円）、死亡

日以前３１日以上４５日以下７２単位（１割７６円、２割１５１円、３割２２６円）を算

定します。 

＊ 退居時情報提供加算があります。これは、医療機関へ退所した際、生活支援上の留意点等

の情報提供を行った場合に、１人につき１回に限り２５０単位（１割２６２円、２割５２

３円、３割７８４円）を算定します。 

＊ 高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅱ）があります。これは、要件を満たす医療機関から、

施設内で感染者が発生した場合の感染制御等の実施指導を３年に１回以上受けた場合に、

１月につき５単位（１割６円、２割１１円、３割１６円）を算定します。 

＊ 新興感染症等施設療養費があります。これは、新興感染症のパンデミック発生時（必要に

応じて指定される）において、施設内で感染した高齢者に対して施設内療養を行った場合

に、１月に１回、連続する５日を限度として、１日につき２４０単位（１割２５１円、２

割５０２円、７５３円）を算定します。 

＊ 介護職員処遇改善加算（Ⅰ）があります。これは、厚生労働省が定める基準に適合してい

る介護職員の賃金等を実施しているものとして都道府県知事に届け出た事業所が、本人に

対し、介護サービスを行った場合に、利用した単位数にサービス別加算率（8.2％）を乗じ

た単位数で算定されます。 

＊ 介護職員等特定処遇改善加算があります。これは、介護職員処遇改善加算（Ⅰ）を取得し、

職場環境等要件に関し、複数の取り組みを行っており、技能・経験のある勤続年数の長い

介護職員等の処遇改善を目的に賃金改善する加算として、合計単位数の 1.8％を乗じます。 

＊ 介護職員等ベースアップ等支援加算があります。これは、介護職員等の賃上げ効果が継続

される取り組みを行った場合に１か月の総単位数の 1.5％加算されます。 

＊ 上記の利用料は一日あたりの目安であり、請求は月でまとめてさせて頂きます。 

（２） 利用の中止や変更について 

    利用予定日の前に、本人の都合により、サービスの利用を中止または変更することがで

きます。この場合は利用予定日の前日までに、事業者に連絡して下さい。 

（３） その他の費用として次に掲げる費用の額を徴収する。 

① 利用者の選定により提供される介護その他の日常生活上の便宜に要する費用 

おむつ代＝実費   おやつ代＝実費 

② 日常生活費のうち、入居者が負担することが適当と認められる費用＝実費 


